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徳島県入札制度支援講習会
～労働災害について～

徳島労働基準監督署

安全衛生課長 吉成俊輔

本日の内容

＜労働災害について＞

１．徳島県内の労働災害の発生状況について

２．墜落・転落等災害防止対策について

３．移動式クレーンに係る使用の留意点について

４．熱中症予防対策について

５．その他
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１．徳島県内の労働災害の発生状況について

令和８年徳島県内の労働災害発生状況（速報値）
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令和８年徳島県内の建設業における労働
災害発生状況（速報値、新型ｺﾛﾅ除く）
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＜全業種＞
高さ２メートル未満： 118人
高さ２メートル以上：28人
全体の約80％が２メートル未満の
高さから墜落

＜建設業＞
高さ２メートル未満： 26人
高さ２メートル以上：20人

２メートル未満が約57％

・はしごや脚立からの墜落が多い

令和８年７月31日現在の徳島署管内の状況

建設業での休業4日以上の災害：19件

うち墜落・転落：７件

・2メートル以上：１件

・2メートル未満：６件

→うち脚立２件、ﾄﾗｯｸ荷台２件

うち挟まれ・巻き込まれ：４件

→４件とも手指を負傷した
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2.墜落・転落等災害防止対策について
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昇降設備の一例

設置箇所は「床面」と「荷台」との
間が明記された。「床面」と「荷台
上の荷の上面」は従前から設置義務
対象。

昇降設備設置義務の範囲拡大
最大積載量５ｔ以上→２ｔ以上
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昇降設備の一例

「昇降設備」には、踏み台等の可搬式の
もののほか、貨物自動車に設置されてい
る昇降用のステップ等を含まれます。

昇降設備の一例

テールゲートリフターを中間位置で停止させて、
ステップとすることで、昇降設備とすることもで
きます。
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最大積載量2ｔ未満の貨物自動車でも昇降設
備の設置が義務付けられる場合があります。

高さ1.5ｍを超える場合は最大積載量に関
わらず、昇降設備の設置が必要。
労働安全衛生規則第526条

最大積載量2ｔ未満の貨物自動車でも
昇降設備の設置が義務付けられる場

合があります。

ここに、昇降設備の設置が必要なケース
もあり得る。

高さ1.5ｍ未
満

高さ1.5ｍ
超

高さ1.5ｍを超える場合は昇降設備の設置
が必要：労働安全衛生規則第526条
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*「テールゲートリフターの操作」には、稼働スイッチ操作のほか、
キャスターストッパー等を操作すること、昇降板の展開や格納の操
作を行うことが含まれます。荷を積み卸す作業を伴わない定期点検
等の業務は、除外されています。

1.はしご上方を建物に固定する
2.他の労働者が、はしご下方を支える
ことも含まれる。

いわゆる「うま足場」は、この脚立の
要件を充たしていないので、原則とし
て昇降設備とは認められない。
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転位防止措置として認められる。

労働安全衛生規則第526条
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脚立等使用時の注意点について

足場板が幅20ｃｍ以上・厚さ3.5ｃｍ以上・長さ3.6ｍ以上の場合
３点支持を行う、突出部は10ｃｍ以上かつ長さの18分の1以下

特別教育が必要である。

高さ2ｍ未満

結束ﾊﾞﾝﾄﾞ等で固定

1ｽﾊﾟﾝ1.8ｍ
以下

重ねる場合は20ｃｍ以上
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三脚脚立について

三脚脚立について

平成３０年１月以降、
「後付け止め金具」等の名称で

各メーカーから販売されています。
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３.移動式クレーンに係る使用の留意点について

車両積載型小型移動式クレーンの使用時の留意点

敷板鉄板の隙間にｱｳﾄﾘｶﾞｰが張り出さ
れるｹｰｽが見られる。
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車両積載型小型移動式クレーンの使用時の留意点

交通量の多い道路から進入する
現場では、荷下ろしの位置を踏
まえて、車両誘導することも重
要です。敷地内で車両の転回が
難しい場合も進入時の車両方向
に留意して下さい。

車両系建設機械の用途外使用は原則として禁止です。

・クレーン機能のある重機を使用して
下さい。
・有資格者を配置して下さい。

特に移動式クレーンに係る資格を有
していない事例が見られます。
・クレーンモードへの切替方法を運転
者が知らないということもあります。
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車両系建設機械の用途外使用は原則として禁止です。

４．熱中症予防対策について
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約1.4倍
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引用：厚生労働省労働基準局 「働く人の今すぐ使える熱中症ガイド」
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引用：厚生労働省労働基準局 「働く人の今すぐ使える熱中症ガイド」

引用：厚生労働省労働基準局 「働く人の今すぐ使える熱中症ガイド」
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引用：厚生労働省労働基準局 「働く人の今すぐ使える熱中症ガイド」

熱中症予防対策について

WBGTの計測はJIS規格を充たした
機器を使用して測定して下さい。

引用：厚生労働省労働基準局 「WBGT値を把握して熱中症を予防しましょう！」（リーフレット）
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実際のWBGT値は…
●危 険 ３１℃以上
●厳重警戒 ２８～３１℃以下
●
●注 意 ２５℃未満

引用：厚生労働省労働基準局「職場における熱中症予防対策マニュアル」令和３年４月版p.73を一部抜粋・加工
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このような連絡
体制等を事前に
構築しておくこと
が義務付けられ
ています。
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５．その他
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47

時間外労働の上限規制

建設業の３６協定の様式はこちら→
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建設業の時間外
労働の上限規制
（災害対応のための
例外）

上限規制の例外規定の適⽤対象となる事業等の考え⽅
災害における復旧および復興の事業
⼯事名称にかかわらず、特定の災害による被害を受けた道路や鉄道の復旧、仮設住
宅や復興⽀援道路の建設などの復旧および復興の事業が対象となります。例えば、
都道府県等との災害協定に基づく災害の復旧の事業や、維持管理契約内での発注者
の指⽰により対応する災害の復旧の事業などが該当します。差し迫った災害に備え
て⾏う場合には、凍結防⽌剤の散布などの対応も該当します。

災害その他避けることのできない事由によって、臨時の必要がある場合
業務運営上通常予⾒できない災害等が発⽣し、36協定で協定された限度時間を超え
て労働させる臨時の必要があるなどの場合に対象となります。例えば、地震、津波、
⾵⽔害、雪害、爆発、⽕災などが発⽣し、⼈命や公益を保護するために、時間外・
休⽇労働を⾏う臨時の必要がある場合は対象となります。単なる業務の繁忙その他
これに準ずる経営上の必要は対象となりません。

労働基準法第33条第１項労働基準法第139条第１項

災害その他避けることのできない事
由によって、臨時の必要がある場合

災害における復旧及び復興の事業対象

事前の許可⼜は事後の届出
（様式第６号）

専⽤の様式であらかじめ36協定を
届出（様式第9号の３の２⼜は様式
第９号の３の３）

⼿続き

36協定で定める限度と別に時間外・
休⽇労働を⾏わせることができる

36協定で定める範囲内で時間外・
休⽇労働を⾏わせることができる

効果

適⽤なし適⽤なし︓⽉100時間未満、複数⽉
平均80時間以内
適⽤あり︓年720時間、⽉45時間
超は年６か⽉まで

上限規
制の取
り扱い


